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Ⅰ　は じ め に

　近年，日本の医師総数は増加しているものの，

医師の地域偏在，地域の医師不足といった問題は
一向に解消していない。「平成 26 年医師・歯科医
師・薬剤師調査」によると，人口 10 万人対医師
数は大都市・中核市が 293.9 人であるのに対し，
それ以外の地域は 189.3 人と少ない。既存研究で
は，日本の医師数の地域間格差は過去数十年間に
わたりほとんど解消されてこなかったことが指摘
されている（松本�2011；Kobayashi�and�Takaki�1992；
Inoue�et�al.�2009）。
　とりわけ，へき地の医師不足は深刻である。地

●論文（投稿）

へき地の勤務条件に対する
大都市の内科系勤務医の選好

医師の地域偏在を解消するためには，へき地等医師不足地域への勤務を医師が検討する際，
どのような勤務条件を特に重視するのかを把握することが重要である。本研究では，コン
ジョイント分析により，へき地の勤務条件に対する大都市の内科系勤務医の選好を定量的
に把握し，大都市からへき地等地域へ医師の就業を促すための有効策を検討した。東京都
23 区と人口 100 万人以上の 11 都市に居住している内科系の病院勤務医にアンケートを実
施し，勤務条件の異なる 2 つの仮想へき地医療機関のうち，どちらを勤務先に選ぶか，あ
るいはどちらも選ばないかという質問を行った。回答を得た 714 人の選好を推定した結果，
大都市の内科系勤務医はへき地勤務を検討する際，勤務条件の中でも勤務期間の短さ，週
休 2 日で完全にフリー（オン・コールがない），当直回数の少なさを特に重視することが
明らかとなった。また，約 3 割の回答者が勤務条件によってはへき地勤務を敬遠しない傾
向があり，全回答者と同様に勤務期間の短さ，週休 2 日で完全にフリー，当直回数の少な
さを特に重視した。大都市からへき地等地域へ医師の就業を促し，地域偏在を解消するた
めには，勤務期間の短縮化や代診医の派遣，非常勤当直医の確保等，これらの勤務条件の
改善に繫がる対策を自治体や医療機関が連携して行うことが重要である。
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域医療振興協会によると，医療におけるへき地と
は，「交通条件及び自然的，経済的，社会的条件
に恵まれない山間地，離島その他の地域のうち，
医療の確保が困難である地域」を指す。このへき
地には医療機関を容易に利用できない「無医地
区」が含まれるが，無医地区は 2014 年時点で全
国に 637 地区も存在し，その地区人口は 12 万
4122 人にのぼった（厚生労働省�2016）。へき地は，
地理的に医師の確保が最も難しい地域であるとい
える。
　戦後のへき地医療の体制整備は，国が策定する

「へき地保健医療計画」を中心に実施されてきた
（自治医科大学地域医療白書編集委員会（以下，「自治
医科大学」）2007，2012）。1956 年の第 1 次へき地
保健医療計画におけるへき地診療所の整備に始ま
り，へき地医療拠点病院など二次医療圏単位での
医療支援体制の整備を経て，2006 年の第 10 次計
画以降は，都道府県単位での体制整備が目指され
てきた。現在の第 11 次計画では，各都道府県に
へき地医療支援機構を設置し，拠点病院からへき
地診療所への医師派遣体制やへき地勤務医のキャ
リアパスの構築，ドクターバンク事業（無料職業
紹介事業）の実施といった医師確保策を講じてい
る（厚生労働省�2010；自治医科大学�2012）。しかし，
へき地医療支援機構に対する現地医師の認知度は
低く，医師を派遣している拠点病院は少なく，ド
クターバンク事業で高収入の求人が出されてもへ
き地での医師確保は困難な状況である（厚生労働
省�2014；自治医科大学�2012）。
　へき地等の地域の医師不足に対処するため，
1972 年には自治医科大学が創設された。当該大
学の学生は，在学中の学費の貸与と返還免除を条
件に卒業後 9 年間地域医療に従事することが義務
付けられている。自治医科大学によると，2015
年時点で卒業生 3312 人のうち 38.7％がへき地で
勤務していた（自治医科大学地域医療推進課�2016）。
また，文部科学省は，2008 年から大学医学部定
員における地域枠（地元出身者や地域医療に従事す
る意思を持つ者のための特別入学枠）入学者の拡充
を行っている。地域枠入学者は，そうではない者
よりも地元県（道）内で勤務する傾向が強く，地
域枠の活用は地域の医師確保に繫がることが期待

できる（文部科学省�2010）。しかし，医学部を卒業
するまでに 6 年，更に臨床研修を終えるまでに 8
年を要するため，どちらも即効性のある医師確保
策とはいえない。自治医科大学の卒業生について
は，義務年限修了者に限るとへき地勤務者数が 3
割以下まで減ることにも課題が残る（自治医科大
学地域医療推進課�2016）。
　地域の直近の医師不足に対して，前述したへき
地保健医療計画に基づく対策以外にも，国の補正
予算等により，へき地診療所等医師支援事業や医
師派遣等推進事業などの対策が施行されてきた。
しかし，へき地の医師不足は解消されず，各対策
の有効性は明らかではない。へき地を持つ自治体
が即効性のある医師確保策を講じるためには，医
師が勤務先の選択の際，どのような勤務条件を重
視しているかを定量的に把握することが重要であ
る。この情報を基に，自治体は医師のへき地勤務
を促すのに効果的な勤務条件の改善策を検討する
ことができると考えられる。
　勤務条件に対する医師の選好を定量的に把握す
る手法として，主にヘドニック・アプローチ等の
顕示選好法とコンジョイント分析等の表明選好法
がある。顕示選好法では，医師の労働市場が完全
競争的であることを想定する必要があるが，表明
選好法ではその必要がない。近年，諸外国では勤
務条件の異なる仮想医療機関から医師に勤務先を
選択させることにより医師の選好を把握するコン
ジョイント分析が用いられている。Scott（2001）

はコンジョイント分析により，イギリスの GP
（General�Practitioner：総合診療医）が勤務先の選択
において，勤務条件の中でも特にオン・コール対
応の頻度を重視することを示した。Scott�et�al.

（2013）は，オーストラリアの GP が人口の少ない
内陸地勤務やオン・コール対応の多さを他の勤務
条件よりも特に敬遠することを示した。WHO

（2012）は，へき地の医療従事者の確保・定着策
を検討する際のコンジョイント分析の利活用方法
を紹介している。
　日本の医師の労働市場は，通常の経済学で扱う
労働市場とは異なり，職種が業務独占であり専門
性が高く，特に病院では管理運営上価格メカニズ
ムが働きにくいため，人員不足の自律的な調整が
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難しい（遠藤�2007）。更に，へき地等の地域は，
子弟の教育環境不足や交通の不便さなど職種に関
係なく生じる理由に加え，豊富な臨床経験を積め
ず，先端の医療技術を習得できないといった医師
固有の理由によっても勤務を敬遠される（遠藤�
2012）。そのため，へき地等地域の医師確保には，
前述の自治医科大学や大学病院の医局人事が大き
な役割を果たしてきた。一般的に，研修医を含む
若手医師は，大学病院の診療科ごとに構成される
医局に所属し，医学部教授である診療科長の指示
に従い，大学病院と複数の系列病院の間を数年周
期で転勤・転職しながらキャリアを積むことが多
い（遠藤�2012；森・後藤�2012）。その系列病院には，
先端の医療技術を習得できる市中の大病院だけで
はなく，へき地等地域の中小病院も含まれる。
2004 年に導入された新医師臨床研修制度により
大学医局の医師派遣機能の低下が指摘されている
ものの（遠藤�2012），へき地等地域における医師
の労働市場は，自治医科大学や大学医局の存在・
介入により競争的ではないことがわかる。
　したがって，勤務条件に対する日本の医師の選
好の把握にも，表明選好法であるコンジョイント
分析が有用である。佐野・石橋（2009）はコンジョ
イント分析により，病院勤務医が勤務先の選択の
際へき地を特に敬遠し，診療について相談できる
医師の存在と学会や研修会への出席機会を重視す
ることを示した。また，研修医の選好について，
前田・箕輪（2006）は，臨床研修病院の選択の際
に有名な指導医がいることや大学病院でないこ
と，佐野（2011）は，研修終了後の勤務先では診
療について指導してくれる医師の存在やへき地で
ないことが非常に重視されることを示した。
　コンジョイント分析を用いた既存研究では，都
市部やへき地といった勤務先の立地場所が医師に
特に重視されており，勤務条件に対する医師の選
好は，その影響を制御した上で把握する必要があ
る。勤務先の地域性の影響を制御するためには，
佐野・石橋（2009）や佐野（2011）のように仮想
医療機関の勤務条件に立地場所を加えるか，仮想
医療機関の立地場所をへき地等の特定地域に限定
することが考えられる。前者は大都市，小都市，
へき地といった立地場所の違いに対する医師の選

好を詳しく把握できるものの，立地場所以外の勤
務条件をへき地だけでなく都市部の勤務先も想定
した内容にする必要がある。他方，後者では分析
対象が特定地域の勤務先に限定されるものの，へ
き地等地域に特有の内容を持つ勤務条件を分析に
用いることができる。へき地勤務の何が医師に重
視され，敬遠されるのかを既存研究よりも詳細に
示すためには，へき地特有の勤務条件に対する医
師の選好を把握する必要がある 1）。
　そこで，本研究では，勤務先の立地場所をへき
地に限定したコンジョイント分析により，へき地
の多様な勤務条件に対する大都市の医師の選好を
把握した。また，分析結果から，大都市からへき
地等の地域へ医師の就業を促し，医師の地域偏在
の解消に有効となる対策について検討した。

Ⅱ　方　　法

　コンジョイント分析により，へき地の勤務条件に
対する医師の選好を把握した。コンジョイント分
析とは，アンケート調査を用いて財・サービスに
対する個人の効用を表明させる手法の 1 つであ
る。具体的には，まずアンケート調査により，医師
に対して勤務条件の異なる複数の仮想医療機関か
ら勤務先を選択する質問を行った。次に，その選択
結果を統計モデルにより分析することで，勤務条
件の内容に対する医師の選好を定量的に評価した。
　アンケートは，株式会社プラメドプラスにモニ
ター登録している医師を対象に行った。調査時期
は 2014 年 3 月 27 日～ 4 月 2 日であり，調査方法
はインターネット調査である。医師の地域偏在を
緩和・解消するためには，大都市に居住する医師
にへき地等医師不足地域への勤務を促すのが望ま
しい。また，2007 年の国民健康保険中央会の調
査によると，総合医として地域医療に従事してい
る医師には大学や都市部の病院で「内科系」の診
療科を専攻した者が多かった（高久ほか�2011）。そ
こで，アンケートの調査対象を，東京都 23 区と
人口 100 万人以上の大都市に居住する内科系の病
院勤務医とした。人口 100 万人以上の都市とは，
札幌市，仙台市，さいたま市，横浜市，川崎市，
名古屋市，京都市，大阪市，神戸市，広島市，福
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岡市の 11 都市である（2012 年 3 月 31 日時点）。内
科系の診療科は，主たる診療科が一般・総合系（一
般内科，家庭医療，総合診療，地域医療など），消化
器内科，循環器内科，呼吸器内科，糖尿病科，血
液内科，腎臓内科のいずれかであることとした。
調査会社のモニター登録者のうち，これらの条件
に該当する医師は 4455 人であった。
　コンジョイント分析に用いる質問は，勤務条件

（属性）の内容（水準）が異なる仮想的な 2 つのへき
地医療機関のうち，どちらを勤務先に選ぶか，ある
いはどちらも選ばないかというものである。選択肢
に「どちらも選ばない」（すなわち現職に留まる）を
加えることにより，より現実に近い状況下で医師の
選好を把握し，強制的な勤務先の選択から推定値
に生じる可能性のあるバイアスを回避することがで
きる（Lancsar�and�Louviere�2008；WHO�2012；Scott�
et�al.�2013）。調査票の一部を図 1 に示す。
　選択質問の実施にあたり，質問文において，勤
務先となる仮想へき地医療機関は，回答者の現住
所から片道およそ 3 ～ 4 時間かかる場所にあると
いう前提を置いた。これは，大都市の現住所から
勤務先までの通勤は困難であり，勤務日には回答
者が単身赴任等で現地に留まる必要がある状況を
作るためである。アットホーム株式会社が 2009
年に実施した通勤時間調査や総務省の『平成 23
年社会生活基本調査』において，被用者の片道通
勤時間の最長がおよそ 2 時間 20 ～ 30 分であった
ことを参考に，通勤が困難となる時間を片道約 3
～ 4 時間とした。また，へき地の診療所では（場
合によっては病院でも）1 人勤務となることが医師
にへき地を敬遠される要因となっていることと

（飯田・坂本�2009），へき地の医療機関では同じ診
療科の医師を複数人確保するのが困難である状況
を想定し，勤務先では内科医が回答者 1 人となる
ことも前提条件に加えた。
　仮想へき地医療機関の属性（勤務条件）には，
①勤務期間，② 1 週間の勤務日と休日（のオン・
コールの有無），③医療機関の種類（病院，診療所）

と当直回数，④勤務地（へき地）以外の住居に週
末帰宅するための交通費の支給，⑤勤務地（へき
地）以外の住居に対する家賃補助，⑥へき地勤務
後の高度医療・教育機関における自主研修，⑦へ

き地勤務期間中の子弟の修学に対する費用補助，
⑧現職場からの年間給与の変化額を採用した。医
療機関の属性を 8 つに限定したのは，心理学の分
野において人間が同時に処理できる情報は 7 ± 2
であるとみなされていることによる（肥田野ほか�
1999）。医療機関の属性と各属性について設定し
た水準（内容）を表 1 に示す。
　「勤務期間」は，日本病院会（2007）の調査に
おいて，へき地勤務に必要な条件として多くの病
院勤務医が「勤務する期間」と回答していたため
採用した。「1 週間の勤務日と休日」は，へき地
では替わりの医師がいないため，休みが取れない
ことが医師の負担となっていると考えて採用し
た。自治医科大学（2007）やへき地保健医療対策
検討会（2005）の調査によると，勤務日は 5 日だ
が，休日も連絡可能な体制（オン・コール）にし
ているへき地診療所が多かった。「医療機関の種
類と当直回数」は，入院医療と当直の有無が医師
の勤務先の選択に与える影響をみるため採用し
た。「勤務地（へき地）以外の住居に対する家賃補
助」は，医師が現在の住居を保有しながらへき地
に勤務する状況を想定して採用した。各属性の水
準を設定する際に参考にした資料は，表 1 に併せ
て示している。
　「勤務地（へき地）以外の住居に週末帰宅するた
めの交通費（往復分）の支給」は，医師が勤務先
のへき地から現在の住居に週末帰宅するための交
通費の支給の有無，「子弟の修学に対する費用補
助」は，医師の子弟の修学にかかる通学費，学費
の補助の有無を表す。厚生労働省は，2009 年度
に実施した「へき地診療所等医師支援事業」にお
いて，へき地診療所等に勤務する以前の住居との
交通費や，医師の子弟の修学にかかる通学費を補
助していた。また，子弟の修学においては，高額
な学費（特に私立大医歯系）も負担となることが予
想される。「へき地勤務後の高度医療・教育機関
における自主研修（勤務期間に応じて，最長 1 年間
まで）」は，医師がへき地勤務後に国内外の高度
医療・教育機関で研修を希望できるか否かを表す。
厚生労働省は，2009 年度より「医師派遣等推進
事業」を実施し，へき地派遣を終えた医師が海外
研修に参加する際の費用補助を行っている。これ
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図 1　アンケートの調査票例

質問文
あなたが他の勤務先を探している状況を想像してください。あなたは，へき地（交通条件に恵まれず，近隣に他の医療機関がない山
間地・辺地・離島）の医療機関 A と医療機関 B から勤務して欲しいと誘いを受けました。現在のご自宅から医療機関 A と B まで
は，どちらも片道およそ 3 ～ 4 時間かかります。あなたは医療機関 A と B の担当者と面談し，勤務条件について説明を受けま
した。どちらの医療機関においても，内科医はあなた 1 人となります。あなたは勤務条件が異なるへき地医療機関 A と B のど
ちらに勤務するか，あるいはどちらにも勤務しないかを決めなければなりません。
回答にあたっての注意点を読んでから，以下の質問にお答えください。

回答にあたっての注意点
・�質問の中で示す以外の勤務条件は，へき地医療機関 A とへき地医療機関 B で全て同じであると仮定します。
・質問は全部で 14 問あります。
・�全ての質問について，正しい答え，間違った答えというものはありません。あなた自身やご家族の現状を踏まえてお考えくだ

さい。

質問 1：あなたはどちらの医療機関を勤務先に選びますか？

勤務条件 へき地医療機関 A へき地医療機関 B

勤務期間 5 年 2 年

1 週間の勤務日と休日
診療日 5 日

休日 2 日で完全にフリー
診療日 6 日

休日 1 日で完全にフリー

医療機関の種類と当直回数
診療所

当直なし
病院

当直は 1 カ月 2 回で急患対応あり

勤務地（へき地）以外の住居に週末帰宅するための
交通費（往復分）の支給

勤務先の道県外の交通費（新幹線・航
空料金）も支給する

勤務先の道県内の交通費まで支給する

勤務地（へき地）以外の住居に対する家賃補助 月額 35 万円までの補助あり 月額 35 万円までの補助あり

へき地勤務後の高度医療・教育機関における自主研
修（勤務期間に応じて，最長 1 年間まで）

なし 海外での研修を有給で希望できる

�へき地勤務期間中の子弟の修学に対する費用補助 なし
子弟の学費（私立大学医学部の学費ま
で含む）を貸与する（ただし勤務年数
分の返還免除あり）

年間給与の変化額 今の職場より 700 万円増える 今の職場より 400 万円増える

○医療機関Aがよい
○医療機関Bがよい
○Aと Bのどちらも選ばない

らの政策の効果を評価するため，仮想医療機関の
属性に加えた。
　「年間給与の変化額」は，勤務先となるへき地
医療機関の給与水準を表す。年間給与の水準を絶
対額で設定した場合，アンケート回答者の現在の
給与額によって評価が変わるため，へき地医療機
関に移ることにより現在の勤務先と比べてどの程
度給与額が変わるかという相対的な水準を設定し
た。2010 年 8 月 8 日～ 2011 年 12 月 24 日に都道

府県のドクターバンク事業で内科医を求人してい
たへき地の公立病院・診療所のうち，年間給与額
を提示していたのは 63 施設であった。これらの
給与額と総務省の『平成 23 年賃金構造基本統計
調査』における医師の年間給与額との差額を参考
に，給与額が今の職場と比べて 200 万円，400 万円，
700 万円増えるという水準を用いた 2）。
　これら 8 つの属性を組み合わせると，6561（＝
38）通りもの仮想へき地医療機関が構築される。
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そこで，直交配列法により 27 のへき地医療機関
を選定し，27 医療機関から 2 つの医療機関をラ
ンダムに選んで 14 組のペアを作成した（1 医療機
関のみ 2 度選択）。各ペアの医療機関を選択肢「へ
き地医療機関 A」，「へき地医療機関 B」とし，全
ペアに A と B の「どちらも選ばない」の選択肢
を追加して 14 問の選択質問とした 3）。
　以上のアンケートで得られたデータを統計モデ
ルで解析し，へき地の勤務条件に対する内科系勤
務医の選好を推定した。コンジョイント分析では，
回答者が複数の選択肢を提示された際，得られる
効用が最も高い選択肢を選ぶと仮定する。本研究
では，回答者 n が選択セット C＝｛1，…，J｝（へき
地医療機関 A，B，どちらも選ばない）から選択肢 i
を選択する行動を，（1）式のように定めた。

Uni＝β́nxni＋γnzni＋εni，βn＝b＋αn

　　　1　if�Uni＞Unj，∀j∈C，j≠i� （1）
yni＝
　　　0　otherwise

ここで，xni は選択肢 i の属性ベクトル，zni は回
答者 n が「どちらも選ばない」を選択すれば 1，
選択しなければ 0 となるダミー変数である。βn

は回答者 n が選択肢 i の各属性から得られる限界
効用のパラメータベクトル，γn は回答者 n が「ど
ちらも選ばない」から得られる限界効用パラメー
タであり，εni は誤差項である。yni は，選択肢 i
が回答者 n に選ばれるならば 1，選ばれなければ
0 となる二値変数である。βn は平均パラメータベ
クトル bと平均からの乖離を表すベクトルαn で
構成され，αn は平均が 0，分散が Var（αn）の正規
分布に従い，εni は第一種極値分布に従うと仮定

⎩⎜⎨⎜⎧

表 1　コンジョイント分析で用いたへき地医療機関の属性と水準

属性（勤務条件） 水準（内容） 水準設定の参考資料

①勤務期間 2年/5年/10 年 自治医科大学（2007）『地域医療白書』

② 1 週間の勤務日と休日 勤務日 5 日，休日 2 日で完全にフリー/
勤務日 5 日，休日 2 日だがオン・コールあり/
勤務日 6 日，休日 1 日で完全にフリー

自治医科大学（2007）『地域医療白書』
へ�き地保健医療対策検討会（2005）「へき地保健

医療に関するアンケート調査概況」

③医療機関の種類と当直回数 診療所・当直なし/
病院・当直は１カ月 2 回で急患対応あり/
病院・当直は１カ月 5 回で急患対応あり

都�道府県のドクターバンク事業に内科医の求人
を登録したへき地の公立病院 24 施設

　（2010 年 8 月 8 日～ 2011 年 12 月 24 日調査）

④�勤務地（へき地）以外の住居
に週末帰宅するための交通費

（往復分）の支給

なし/
赴任先の道県内の交通費まで支給する/
赴任先の道県外の交通費（新幹線・航空料金）
も支給する

厚生労働省（2009）「へき地診療所等医師支援事業」

⑤�勤務地（へき地）以外の住居
に対する家賃補助

なし/
月額 15 万円までの補助あり/
月額 35 万円までの補助あり

賃貸住宅情報サイト（Home’s，goo 住宅・不動産，
CHINTAI）の東京都 23 区と 11 都市の家賃相場
　（3LDK・3K・4LDK，2013 年 5 月 2 日調査）

⑥�へき地勤務後の高度医療・教
育機関における自主研修（勤
務期間に応じて，最長 1 年間
まで）

なし/
国内での研修を有給で希望できる/
海外での研修を有給で希望できる

厚生労働省（2009）「医師派遣等推進事業」

⑦�へき地勤務期間中の子弟の修
学に対する費用補助

なし/
子弟の通学のための交通費を支給する/
子弟の学費（私立大学医学部の学費まで含む）を
貸与する（ただし勤務年数分の返還免除あり）

厚生労働省（2009）「へき地診療所等医師支援事業」
文�部科学省（2011）「平成 22 年度私立大学入学

者に係る初年度学生納付金平均額の調査結果
についての概要」

⑧年間給与額の変化額 今の職場より 200 万円増える/
今の職場より 400 万円増える/
今の職場より 700 万円増える

都�道府県のドクターバンク事業に内科医の求人
を登録したへき地の公立病院・診療所 63 施設

　（2010 年 8 月 8 日～ 2011 年 12 月 24 日調査）
総務省（2012）『平成 23 年賃金構造基本統計調査』

論　文　へき地の勤務条件に対する大都市の内科系勤務医の選好
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する。このように定式化することで，回答者によっ
てへき地医療機関の各勤務条件から得られる効用
が異なることを許容し，回答者間の選好の多様性
を考慮した推定を行うことができる（Hensher,�
Rose�and�Greene�2005）。（1）の推定は，ランダム
パラメータロジットモデルで行った。
　推定される医療機関の各属性の符号の正負は，
限界効果（属性の 1 単位増加に対する選択確率の変化
分）により評価した。医師がへき地勤務を敬遠す
る現状を踏まえると，「勤務期間」の限界効果の
符号は負，「どちらも選ばない」の限界効果は正
となると予想される。
　内科系勤務医がへき地医療機関のどの勤務条件
を特に重視するかは，推定結果より算出される医
療機関の各属性の金銭的価値により評価した。こ
れは，年間給与の変化額の係数値βp とその他の
属性の係数値βo との限界代替率（βo/βp）により
求められる（Scott�2001）。βo/βp は，へき地医療
機関の各属性に対する回答者の限界支払意思額

（あるいは限界受入補償額）と解釈される。
　本研究の統計モデルでは，回答者別に限界効用
パラメータ（係数値）を推定するため，へき地医
療機関の各属性の係数値や限界効果は，回答者全
体の平均値で評価した。ただし，各属性に対する
金銭的価値については，平均値だけではなく，第
1 四分位点，中央値，第 3 四分位点を算出するこ
とにより，回答者間の選好のばらつきを把握した。
　また，回答者の中には，へき地医療機関 A と
B のどちらも選ばないよりも，どちらかのへき地
医療機関を選ぶ傾向が強い者がいるかもしれな
い。そのようなへき地勤務を敬遠しない医師の特
徴をみるため，へき地勤務を敬遠しない者と敬遠
する者の個人属性の比較も行った。回答者がへき
地勤務を敬遠するか否かは，「どちらも選ばない」
に対する支払意思額の符号で判断した。当該支払
意思額の符号が負であれば，回答者が「どちらも
選ばない」よりも，どちらかのへき地医療機関を
勤務先に選んでいる傾向があると考えられる。最
後に，へき地勤務を敬遠しない回答者に限定して，
へき地医療機関の各属性に対する支払意思額の分
布（平均値，第 1 四分位点，中央値，第 3 四分位点）

を把握した。

Ⅲ　結　　果

　4455 人にアンケートを依頼し，調査期間中に
714 人の内科系病院勤務医から回答を得た。回答
者の個人属性を表 2 に示す。回答者の平均年齢は
44.2 歳であり，男性が 86.7％を占めた。厚生労働
省の「平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査」
によると，本調査期間と同年において主たる診療
科が内科系である病院勤務医の平均年齢は 46.1
歳，男性割合は 80.8％であるため，本研究の対象
者は日本全国の内科系勤務医と比べると平均年齢
がやや低く，男性がやや多いサンプルであるとい
える。回答者の 88.4％に配偶者がおり，76.1％に
子供がいた。9 割以上が正規雇用であり，約半数
が 500 床以上の大病院に勤務し，7 割弱が大学医
局に所属していた。回答者の 1 週当たり平均勤務
日数は 5.1 日であり，1 カ月当たりの完全にフリー
の休日数は平均 5.7 日，1 カ月当たり平均当直回
数は 3.0 回（うち夜勤当直 2.1 回）であった。年収
は 1200 万円以上 1600 万円未満の者が約 3 割と比
較的多く，7 割弱が持ち家所有者であった。居住
地は東京都 23 区が特に多く（30.1％），ほとんど
の回答者が都市部出身者であった。
　ランダムパラメータロジットモデルによる推定
結果を表 3 に示す。表中の係数値や限界効果は，
全回答者の平均値を表す。へき地医療機関の各属
性の限界効果をみると，1 週間の勤務日・休日が
週休 2 日（5 日勤務）だがオン・コールありから
週休 2 日（5 日勤務）で完全にフリーに変わるこ
と，週休 2 日（5 日勤務）だがオン・コールあり
から週休 1 日（6 日勤務）で完全にフリーに変わ
ること，医療機関の種類が 1 カ月に 2 回当直があ
る病院から当直のない診療所に変わること，勤務
地以外の住居に週末帰宅するための交通費が勤務
先の道県外分（新幹線・航空料金）も支給されるこ
と，勤務地以外の住居に対して月額 15 万円の家
賃補助が支給されること，同じく月額 35 万円の
家賃補助が支給されること，へき地勤務後の高度
医療・教育機関における自主研修が国内で希望で
きること，同じく海外で希望できること，へき地
勤務期間中の子弟の学費（私立大学医学部の学費ま



日本労働研究雑誌� 93

表 2　分析対象となる内科系勤務医の特徴

対象者数 714 人

特徴（個人属性）

年齢

性別
配偶者の有無
子供の有無

勤務形態
雇用契約

勤務先の規模

大学医局
1 週間の勤務日数
1 カ月の完全にフリーの休日数
1 カ月の当直回数

年収

住宅の所有
居住地

出身地

平均：44.2 歳　（標準偏差：±9.2）
　うち 50 歳以上：216 人（30.3％）
男性：619 人（86.7％）　　　　　　女性： 95 人（13.3％）
いる：631 人（88.4％）　　　　　いない： 83 人（11.6％）
いる：543 人（76.1％）　　　　　いない：171 人（24.0％）
　うち未就学児がいる　　　　　：233 人（32.6％）
　　　小学・中学・高校生がいる：326 人（45.7％）
　　　大学生がいる　　　　　　： 90 人（12.6％）
正規雇用：659 人（92.3％）� 非正規雇用： 55 人（7.7％）
任期はない（無期）� 　　　　　：460 人（64.4％）
任期があるが，何回でも契約更新できる　　 ：174 人（24.4％）
任期があり，契約更新の回数が限られている ： 32 人（4.5％）
わからない　　　　　　　　　　　　　　　 ： 48 人（6.7％）
500 床以上の病院：333 人（46.6％）
500 床未満の病院：381 人（53.4％）
所属している：478 人（67.0％）　所属していない：236 人（33.0％）
平均：5.1 日　（標準偏差：±0.9）
平均：5.7 日　（標準偏差：±4.9）
平均：3.0 回　（標準偏差：±3.1）
　うち夜間当直：平均 2.1 回　（標準偏差：±2.3）
　　　休日日直：平均 0.9 回　（標準偏差：±1.2）
 800 万円未満　　　　　　　： 68 人（9.5％）
 800 万円以上 1200 万円未満 ：152 人（21.3％）
1200 万円以上 1600 万円未満 ：223 人（31.2％）
1600 万円以上 2000 万円未満 ：175 人（24.5％）
2000 万円以上　　　　　　  ： 96 人（13.4％）
持ち家：471 人（66.0％）　　　借家・その他：243 人（34.0％）
札幌市：� 88 人（12.3％）
仙台市：� 20 人（2.8％）
さいたま市：� 15 人（2.1％）
東京都 23 区：� 215 人（30.1％）
横浜市：� 52 人（7.3％）
川崎市：� 12 人（1.7％）
名古屋市：� 68 人（9.5％）
京都市：� 77 人（10.8％）
大阪市：� 53 人（7.4％）
神戸市：� 39 人（5.5％）
広島市：� 31 人（4.3％）
福岡市：� 44 人（6.2％）
市区：　　674 人（94.4％）
町村：　　 38 人（5.3％）
その他：　　2 人（0.3％）

で含む）が貸与されること，年間給与額が増える
ことは，統計的に正に有意であった。すなわち，
これらの勤務条件は，回答者の勤務先選択におい
て魅力的な要因となっていた。一方，勤務期間が
長くなること，医療機関の種類が 1 カ月に 2 回当

直がある病院から 1 カ月に 5 回当直がある病院に
変わること（つまり当直回数が 3 回増える）は，限
界効果が負に有意であり，へき地勤務の際に回答
者に敬遠される要因となっていた。勤務期間の限
界効果が負となったことは，予想した符号と整合
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的であった。また，「どちら（のへき地医療機関）

も選ばない」の限界効果は正に有意であり，予想
と整合的であった。へき地の医療機関よりも，現
職に留まることを選択する回答者が多い結果と
なった。
　（1）式の推定結果における年間給与額と他の属
性の限界代替率から，へき地医療機関の各属性の
金銭的価値として算出した支払意思額が表 4 であ
る。支払意思額は，全回答者の平均値と，第 1 四
分位点，中央値，第 3 四分位点を示している。ま
た，勤務期間については，アンケートで設定した

水準に基づき，3 年（＝5－2）短い場合で評価し
た。回答者の支払意思額が平均で最も高いのは，

「どちら（のへき地医療機関）も選ばない」であり，
636.7 万円となった。これは，回答者はへき地医
療機関と比べて年収が 637 万円減った（低い）と
しても，現職に留まりたいと考えている傾向があ
ることを意味する。へき地の勤務条件の中では，
勤務期間が 3 年短くなることの平均支払意思額が
297.4 万円と最も高かった。すなわち，回答者は
へき地に勤務する場合，勤務期間が 3 年短くなる
のであれば年収が平均で 297 万円減っても構わな

表 3　推定結果：へき地医療機関の属性に対する内科系勤務医の選好

説明変数 係数値（標準誤差） 限界効果
限界代替率
（βo/βp）

●勤務期間
● 1 週間の勤務日と休日
　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 5 日・休日 2 日で完全にフリーに変わる d）

　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 6 日・休日 1 日で完全にフリーに変わる d）

●医療機関の種類と当直回数
　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありから，
　　診療所・当直なしに変わる d）

　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありから，
　　病院・当直は 1 カ月 5 回で急患対応ありに変わる d）

●�勤務地（へき地）以外の住居に週末帰宅するための　　
交通費（往復分）の支給

　　勤務先の道県内の交通費まで支給する d）　
　　勤務先の道県外の交通費（新幹線・航空料金）
　　も支給する d）

●勤務地（へき地）以外の住居に対する家賃補助
　　月額 15 万円までの補助あり d）

　　月額 35 万円までの補助あり d）

●へき地勤務後の高度医療・教育機関における
　自主研修�（勤務期間に応じて，最長 1 年間まで）
　　国内での研修を有給で希望できる d）

　　海外での研修を有給で希望できる d）

●へき地勤務期間中の子弟の修学に対する費用補助
　　子弟の通学のための交通費を支給する d）

　　子弟の学費（私立大学医学部の学費まで含む）
　　を貸与する d）

●年間給与の変化額
●どちらも選ばない d）

－0.307

0.635

0.247

0.507

－0.549

－0.010

0.125

0.251
0.357

0.172
0.095

－0.017

0.124

0.003
1.974

（0.017）

（0.085）

（0.070）

（0.077）

（0.083）

（0.069）

（0.067）

（0.072）
（0.074）

（0.071）
（0.055）

（0.073）

（0.076）

（0.000）
（0.205）

***

***

***

***

***

*

***
***

**
*

*

***
***

－0.0210

0.0583

0.0215

0.0496

－0.0407

－0.0008

0.0109

0.0226
0.0308

0.0150
0.0082

－0.0014

0.0108

0.0003
0.2534

－99.1

204.9

79.8

163.6

－177.2

－3.3

40.5

80.9
115.2

55.6
30.5

－5.6

40.0

─
636.7

Log�likelihood
McFadden’s�R2

－5361.27
0.5118

注：1）標本数は 9996，医師数は 714 人である。
　　2）*** は 1％水準，** は 5％水準，* は 10％水準で有意であることを表す。
　　3）係数値と限界効果には，勤務医全体の平均値を示している。
　　4）d）の説明変数はダミー変数である。
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表 4　へき地医療機関の属性に対する内科系勤務医の金銭的評価

属性（勤務条件）の変化
支払意思額（万円）

平均値 第 1 四分位点 中央値 第 3 四分位点

●勤務期間が 3 年短い
● 1 週間の勤務日と休日
　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 5 日・休日 2 日で完全にフリーに変わる
　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 6 日・休日 1 日で完全にフリーに変わる
●医療機関の種類と当直回数
　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありから，
　　診療所・当直なしに変わる
　　病院・当直は 1 カ月 5 回で急患対応ありから，
　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありに変わる
●勤務地（へき地）以外の住居に週末帰宅するための
　交通費（往復分）の支給
　　勤務先の道県外の交通費（新幹線・航空料金）
　　も支給する
●勤務地（へき地）以外の住居に対する家賃補助
　　月額 15 万円までの補助あり
　　月額 35 万円までの補助あり
●へき地勤務後の高度医療・教育機関における
　自主研修�（勤務期間に応じて，最長 1 年間まで）
　　国内での研修を有給で希望できる
　　海外での研修を有給で希望できる
●へき地勤務期間中の子弟の修学に対する費用補助
　　子弟の学費（私立大学医学部の学費まで含む）
　　を貸与する
●どちらも選ばない

297.4

204.9

79.8

163.6

177.2

40.5

80.9
115.2

55.6
30.5

40.0

636.7

193.5

151.0

68.5

88.7

130.0

35.1

57.7
99.2

47.4
25.0

27.8

－283.5

327.9

206.5

79.4

126.9

184.3

40.7

75.2
115.8

55.6
30.5

40.2

902.7

420.1

262.1

92.0

222.6

239.7

47.3

99.6
135.6

65.3
36.7

56.2

2527.2

注：1）支払意思額は，年間給与額の係数値βp とその他の医療機関属性の係数値βo の限界代替率（βo/βp）
　　　 を基に算出した。�
　　2）推定結果が有意であった勤務条件のみ示している。

いと考えていた。次に勤務条件の中で支払意思額
が高かったのは，へき地での休日が週休 2 日でオ
ン・コールありから完全にフリーに変わることで
あり，平均で 204.9 万円であった。1 カ月の当直が
3 回減ることも，平均支払意思額が 177.2 万円で
あり，他の勤務条件よりも重視される傾向があっ
た。当直が 1 カ月に 2 回ある病院から当直なしの
診療所に変わることは，支払意思額の平均値は高
かったものの（163.6 万円），中央値（126.9 万円）で
は他の勤務条件と比べてそれほど高くはなかった。
　支払意思額の第 1 四分位点，中央値，第 3 四分
位点により回答者の選好のばらつきをみると，へ
き地の勤務条件の中では，勤務期間が 3 年短くな
ることに対する第 1 四分位点と第 3 四分位点の差
が 226.6 万円（＝420.1－193.5）と大きく，回答者
によって評価が異なることがわかった。ただし，

「どちら（のへき地医療機関）も選ばない」に対す
る支払意思額の第 1 四分位点と第 3 四分位点の差
は 2810.7 万円（＝2527.2－（－283.5））であり，他の
勤務条件と比べて突出して大きかった。これは，
回答者によってへき地勤務に対する選好がかなり
異なることを表している。
　「どちら（のへき地医療機関）も選ばない」に対
する支払意思額が負であった回答者は，207 人で
あった（29.0％）。これらの回答者は，現職に留ま
るよりもへき地勤務を好む傾向があると考えられ
る。この 207 人を「へき地勤務を敬遠しない勤務
医」とし，507 人の「へき地勤務を敬遠する勤務
医」との個人属性の違いと，207 人に限定してへ
き地医療機関の属性に対する金銭的価値を示した
のが表 5 である。表 2 に示した個人属性のうち，
子供の有無と現職の 1 カ月当たり当直回数（夜間・

論　文　へき地の勤務条件に対する大都市の内科系勤務医の選好



96� No.�680/Feb.-Mar.�2017

日直計と夜間）のみ，両群において統計的に有意
な差がみられた。すなわち，へき地を敬遠しない
勤務医は，敬遠する勤務医よりも子供がいる者が
少なく，現職での当直回数（特に夜間）が多いと
いう特徴があった。
　へき地勤務を敬遠しない勤務医の平均支払意思
額が最も高いのは勤務期間が 3 年短くなることで
あり（279.0 万円），次いで週休 2 日でオン・コー
ルありから完全にフリーに変わることが高かった

（216.2 万円）。また，1 カ月の当直が 3 回減ることは，

へき地勤務を敬遠する勤務医を含めた場合よりも
平均支払意思額が低くなり（141.4 万円），へき地
勤務を敬遠しない勤務医にとっては，当直が 1 カ
月に 2 回ある病院から当直なしの診療所に変わる
ことに対する平均支払意思額の方が高くなった

（159.6 万円）。

表 5　へき地勤務を敬遠しない内科系勤務医の特徴とへき地医療機関の属性に対する金銭的評価

特徴（個人属性）の違い
へき地勤務を

敬遠しない勤務医
へき地勤務を

敬遠する勤務医

●対象者数
●子供の有無　　　　　　　 いる
● 1 カ月の当直回数　　　　 夜間・日直計平均
　 　　　　　　　　　　　　夜間平均

207 人
147 人（71.0%）**

3.5 回 ***
2.4 回 **

507 人
396 人（78.1%）

2.8 回
1.9 回

へき地勤務を敬遠しない勤務医の支払意思額（万円） 平均値 第 1 四分位点 中央値 第 3 四分位点

属性（勤務条件）の変化
●勤務期間が 3 年短い
● 1 週間の勤務日と休日
　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 5 日・休日 2 日で完全にフリーに変わる
　　診療日 5 日・休日 2 日だがオン・コールありから，
　　診療日 6 日・休日 1 日で完全にフリーに変わる
●医療機関の種類と当直回数
　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありから，
　　診療所・当直なしに変わる
　　病院・当直は 1 カ月 5 回で急患対応ありから，
　　病院・当直は 1 カ月 2 回で急患対応ありに変わる
●勤務地（へき地）以外の住居に週末帰宅するための
　交通費（往復分）の支給
　　勤務先の道県外の交通費（新幹線・航空料金）
　　も支給する
●勤務地（へき地）以外の住居に対する家賃補助
　　月額 15 万円までの補助あり
　　月額 35 万円までの補助あり
●へき地勤務後の高度医療・教育機関における
　自主研修�（勤務期間に応じて，最長 1 年間まで）
　　国内での研修を有給で希望できる
　　海外での研修を有給で希望できる
●へき地勤務期間中の子弟の修学に対する費用補助
　　子弟の学費（私立大学医学部の学費まで含む）
　　を貸与する

279.0

216.2

78.0

159.6

141.4

40.0

76.1
111.8

56.1
30.1

41.9

85.4

110.1

65.0

25.9

15.3

33.6

28.4
92.3

44.5
22.0

25.6

237.8

220.1

74.2

124.9

132.9

37.3

73.9
105.0

52.8
29.2

39.6

436.2

317.8

87.4

284.0

263.9

44.3

115.4
127.2

64.6
37.2

56.2

注：1）�へき地勤務を敬遠しない勤務医と敬遠する勤務医の個人属性の違いは，統計的に有意な差がみられた属性のみ示している。
この他，年齢，性別，配偶者の有無，勤務形態，雇用契約，勤務先の規模，大学医局への所属，1 週間の勤務日数，1 カ月
の完全にフリーの休日数，年収，住宅の所有，居住地，出身地には，統計的に有意な差がみられなかった。

　　2）平均値の差の検定もしくは比率の差の検定において，*** は 1％水準，** は 5％水準で有意であることを表す。
　　3）�へき地勤務を敬遠しない勤務医の支払意思額は，年間給与額の係数値βp とその他の医療機関属性の係数値βo の限界代替率

（βo/βp）を基に算出した。推定結果が有意であった勤務条件のみ示している。
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Ⅳ　考　　察

　医師の地域偏在の解消策を検討するため，既存
研究では，へき地勤務に対する医師の様々な選好
が定量的に把握されてきた（佐野・石橋 2009；坂口・
森 2015；Matsumoto�et�al.�2005）。しかし，へき地
特有の勤務条件の中で医師がどのような勤務条件
を特に重視して勤務先を選択するのかは，これま
で明らかにされていなかった。そこで，本研究で
はコンジョイント分析により，へき地の勤務条件
に対する大都市在住の病院勤務医の選好を定量的
に把握した。
　へき地の勤務条件の中で大都市の内科系勤務医
が最も重視したのは，へき地での勤務期間の短さ
であった。勤務期間が 3 年短くなることに対する
平均支払意思額は 297 万円であり，回答者は年収
が 297 万円減ったとしても，へき地の勤務期間が
3 年短くなることを好む傾向があった。この勤務
条件に対する選好は回答者でばらつきがあり，第
3 四分位点の支払意思額は 420 万円と高額であっ
た。第 1 四分位点（194 万円）であっても他の勤
務条件の平均額よりも概ね高くなり，回答者が勤
務期間の短さを高く評価していたことがわかる。
更に，へき地の勤務期間が 5 年（=10－5）短くな
る場合，回答者の平均支払意思額は 496 万円まで
増える。よって，本研究で採用した水準（2 年，5
年，10 年）でいえば，へき地での勤務期間は 5 年
であっても長く，医療機関は少なくとも 2 年まで
に留めておくべきである。医療経済研究機構

（2008）が病院勤務医 700 人にへき地への妥当な
派遣期間を尋ねたところ，1 ～ 2 年と答えた者が
全体の 80.6％を占めた。都道府県は，ドクターバ
ンク事業等で地域医療に従事する医師を県の任期
付職員として雇用する求人を出しているが，県に
よっては，その勤務期間を 5，6 年（うち 1 年は国
内自主研修を希望可能）と提示している 4）。それら
の県は，より短い勤務期間に変更して募集した方
が医師確保に繫がると考えられる。
　へき地での休日が週休 2 日でオン・コールあり
から完全にフリーに変わることも，大都市の内科
系勤務医に重視されていた。当該条件の変化に対

する回答者の平均支払意思額は 205 万円であり，
回答者にとって年収が 205 万円増加することに相
等する価値があると考えられる。大都市からへき
地への単身赴任を想定した場合，2 日間の休日に
急患で勤務先から呼び出されないことが，都市部
への週末帰宅を考える医師に重視されたと推察さ
れる。また，完全にフリーの休日数は 1 カ月に換
算すると 8 日（=2 日×4 週）となり，多くの回答
者にとって現職での完全にフリーの休日数（1 カ
月平均 5.7 日）よりも多くなることも，重視された
理由だろう。諸外国の GP は，勤務条件としてオ
ン・コール対応の頻度を特に重視することが知ら
れている（Scott�2001；Günther�et�al.�2010；Scott�et�
al.�2013）。休日にオン・コール対応がないことの
重要性は，推定結果において週休 2 日だがオン・
コールありから週休 1 日で完全にフリーに変わる
ことが正に有意，すなわち休日が 1 日減っても完
全にフリーであることを回答者が好んだことから
もわかる。日本のへき地診療所勤務医のうち，完
全にフリーになる休日が 2 日以上ある者は 2 割程
度に過ぎず，また，へき地診療所の勤務医が現地
を離れるために代診医を依頼する場合，4 割弱の
医師が個人的伝手に頼っていた（自治医科大学�
2007）。へき地を抱える自治体は，休日 2 日間の
オン・コール時に，へき地医療拠点病院など周辺
医療機関から代診医を派遣する体制を整備するこ
とが重要である 5）。島根県は休暇や学会・研修等
の理由で医師がへき地を離れる際の代診医派遣制
度を 2000 年度より実施しており，自治医科大学

（2012）は，休暇が取れないという多くのへき地
勤務医が抱える悩みに対して，代診がそれを解消
しうる手段であることを指摘している。現在，拠
点病院からへき地診療所への代診医派遣等が充分
に行われていないため，厚生労働省のへき地保健
医療対策検討会は，派遣日数の数値目標の設定を
検討している。
　また，へき地の医療機関における当直回数の多
寡も，大都市の内科系勤務医が重視する勤務条件
であった。勤務先が 1 カ月に 5 回当直がある病院
から 1 カ月に 2 回当直がある病院に変わること，
つまり当直回数が 3 回減ることに対する回答者の
支払意思額は平均 177.2 万円であり，第 3 四分位

論　文　へき地の勤務条件に対する大都市の内科系勤務医の選好
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点では 200 万円を超過した。1 カ月に 2 回の当直
は，回答者の現職での平均当直回数（3.0 回）より
少なく，当直が 5 回から 2 回へ減ることは，多く
の回答者にとって魅力的であったと推察される。
森・後藤（2012）によると，都市規模別の 1 カ月
当たり当直回数は，大・中・小都市よりも町村が
際立って多かった。佐野・石橋（2009）は，特に
高齢（50 代以上）の病院勤務医に夜間当直回数の
多さが敬遠されることを示している。2008 年 8
月～ 2011 年 12 月のドクターバンク事業で当直回
数を勤務条件として提示していたへき地の 24 病
院のうち，13 病院（54.2％）で 1 カ月当たり当直
回数が 5 回以上であった。へき地の医療機関が医
師を確保するためには，非常勤の当直医の確保や
地域の救急医療体制の見直し等により，勤務医の
当直回数を少なく抑えることが重要である。
　ただし，これら 3 つを含む全てのへき地の勤務
条件を上回って回答者に重視されたのは，「どち
ら（のへき地医療機関）も選ばない」であった。

「どちらも選ばない」に対する回答者の平均支払
意思額は 637 万円であり，へき地医療機関より年
収が 637 万円低くなるとしても，大都市の内科系
勤務医は現職に留まる（あるいは他の勤務先を探
す）ことを選ぶと考えられる。佐野・石橋（2009）

が同じくコンジョイント分析により，勤務地がへ
き地から大都市へ変わることに対して推定した都
市部の病院勤務医の支払意思額は 583 万円であっ
た。都市部の病院勤務医にとって，勤務地がへき
地でないことは，年収が平均で 600 万円程度増え
ることと同様の重要性を持つと推察される。「ど
ちらも選ばない」の限界効果は 0.253 であり，選
択質問においてこの選択肢が約 4 分の 1 の確率で
選ばれていたことからも，へき地勤務を敬遠する
ことへの回答者の選好の強さがわかる。おそらく
先に見た通り，へき地の医療機関が勤務日・休日
を週休 2 日で完全にフリーにし，当直回数を 5 回
から 2 回に減らしたとしても，大都市に住む病院
勤務医の多数にへき地勤務を促すことは難しいだ
ろう。
　しかし，本研究の対象となった大都市の内科系
勤務医 714 人のうち，207 人（29.0％）がへき地勤
務を敬遠しなかったことは，へき地等地域の医師

確保策を講じる上で重要な点である。この 207 人
については，「どちらも選ばない」よりもへき地
医療機関を勤務先に選ぶ傾向があったため，へき
地の勤務条件を改善することにより，へき地への
就業を促すことが期待できるためである。彼・彼
女らが重視したのは，全回答者の場合と同じく，
勤務期間の短さ，週休 2 日で完全にフリー，当直
回数の少なさであった。例えば，勤務期間が 5 年，
週休 2 日だがオン・コールあり，1 カ月の当直 5
回のへき地病院が，勤務期間を 2 年，週休 2 日で
完全にフリー，1 カ月の当直 2 回に変えることが
できれば，へき地を敬遠しない勤務医にとって年
収が平均 637 万円（＝279.0＋216.2＋141.4）増える
ことと同等に魅力的な勤務先となると評価できる。
　また，へき地勤務を敬遠しない勤務医にとって，
1 カ月に 2 回当直がある病院から当直のない診療
所に変わることに対する支払意思額が平均 160 万
円であり，1 カ月の当直が 3 回減ることよりも重
視されていた。よって，へき地診療所が勤務期間
2 年，週休 2 日で完全フリー，当直なしといった
勤務条件を整えることができれば，勤務期間が 5
年，週休 2 日だがオン・コールあり，1 カ月当た
り当直 5 回のへき地病院と比べて，655 万円（＝
279.0＋216.2＋159.6）の年収増と同等の就業促進効
果が期待できる。
　当直のない診療所への勤務条件の変化について
は，病院から診療所に変わることと，当直回数が
2 回減ることのどちらがより回答者に重視された
のかは正確にはわからない。ただし，当直回数の
増減による限界効用の変化が線形であるとすれ
ば，1 カ月の当直が 3 回減ることに対する平均支
払意思額 141 万円のうち，当直 1 回減の金銭評価
額 は 47.1 万 円（＝141.4/3） で あ り，2 回 減 で は
94.3 万円と試算できる。この金額を差し引くと，
病院から診療所に変わることの支払意思額は平均
65.3 万円（＝159.6－94.3）であると推測できる。す
なわち，当該条件の変化については，病院から診
療所に変わること（65 万円）よりも，当直回数が
2 回減ること（94 万円）の方が回答者に重視され
たと考えられる。当直回数が減ることがより好ま
れたことは，207 人の回答者がそれ以外の 507 人
と比べて，現職での当直回数が多いことからも推
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察できる。
　へき地等地域の自治体や医療機関には，これら
3 つの勤務条件の改善を地域内の医療機関で連携
して行うことが求められるが，都市部の病院勤務
医にこれらの勤務条件の情報を確実に伝えること
も重要になる。へき地勤務を敬遠しない勤務医は，
敬遠する勤務医よりも子供がおらず，現職での当
直回数（特に夜間）が多いという特徴があった。
へき地の自治体や医療機関が都市部の勤務医個人
のこのような特徴を事前に把握するのは難しいか
もしれないが，勤務期間の短さ，週休 2 日で完全
にフリー，当直回数の少なさといった勤務条件を
大都市の勤務医に確実に提示することで，へき地
勤務を敬遠しない医師を探し易くなると考えられ
る。日本病院会（2007）の調査では，病院勤務医
5635 人のうち 30.3％が「条件が合えばへき地病
院に勤務したい」と答えた。もし都市部の勤務医
にこれらの勤務条件の情報が不足しているなら
ば，へき地の自治体や医療機関はドクターバンク
事業以外にも都市部の勤務医の目に留まる様々な
広報手段を用いて，積極的に求人情報を発信する
べきだろう。
　以上で述べた 3 つの勤務条件より重要性は下が
るものの，勤務地以外の住居に週末帰宅するため
の交通費が勤務先の道県外分も支給されること，
勤務地以外の住居に対して月額 15 万円または 35
万円まで家賃補助が支給されること，へき地勤務
期間中の子弟の学費が貸与されることも，回答者
の勤務先の選択に影響を与えていた。交通費の補
助が好まれたのは，大都市の現住居への週末帰宅
に必要であるためであると考えられる。大都市の
現住居に対する家賃補助も，特に月額 35 万円ま
で支給する場合は，回答者の平均支払意思額が
115 万円と高かった。ただし，最大 35 万円を補
助した場合に要する費用（年間 420 万円）を上回
るほどの大きな評価は，回答者から得られなかっ
た。回答者には東京都 23 区の居住者が多い反面，
持ち家所有者が多いため，家賃補助が重視されな
かった可能性がある。また，子弟の学費の貸与も，
私立大学医学部の学費まで含めると多額な貸与と
なるが，予想される補助費用額ほどには回答者に
重視されなかった。回答者は全員病院勤務医であ

るため，診療所の開業医のように子供を医師にし
たいと考えている者が（調査時点では）少ないの
かもしれない（森・後藤�2012）。これらのような
医師の家族を含めた様々な福利厚生の向上策より
も，医師本人の勤務環境の改善に繫がる勤務条件
の変化の方が回答者に重視されたと評価できる。
　なお，厚生労働省が近年実施したへき地医療対
策に関連する勤務条件については，へき地勤務後
の高度医療・教育機関における自主研修が国内で
希望できることと海外で希望できることが，とも
に回答者に好まれていた。ただし，どちらも回答
者の支払意思額は第 3 四分位点であっても高くは
なく，勤務先の選択においてそれほど重視されて
いなかった。都道府県が医師を県の任期付職員と
して雇用する求人では，へき地等の勤務後に国内
自主研修の機会を設けている場合が多いが，この
条件は多くの医師にとってあまり魅力的ではない
かもしれない。また，勤務地以外の住居に週末帰
宅するための交通費が勤務先の道県内分まで支給
されることと，へき地勤務期間中の子弟の通学費
用が支給されることは，統計的に有意ではなかっ
た。おそらく，厚生労働省の施策はへき地診療所
と同じ（もしくは近隣の）県の都市部から医師を
確保することを意図したものであるため，大都市
から医師を確保することは期待できないと考えら
れる。いずれにせよ，へき地等地域の勤務条件に
対する医師の選好を定量的に把握した上で，より
効果的な施策を行うべきだろう。
　最後に，本研究に残された課題について述べる。
第一に，インターネット調査に伴い，サンプルに
偏りが生じている。本研究の調査回答者と全国の
内科系勤務医に男女比，平均年齢の点で大きな違
いはなかった。しかし，インターネット調査のサ
ンプルとランダムサンプルでは，社会経済的属性
と心理的特性の一部が異なることが指摘されてお
り（本多�2006），本研究で得られた知見は，必ず
しも大都市の内科系勤務医全体には当てはまらな
い可能性がある。また，調査対象者と回答者の男
女比や平均年齢の比較は行わなかったが，アン
ケート回答率が 16.0％（＝714/4455）と低いため，
両者の基本属性の違いも確認すべきである。第二
に，勤務地となるへき地の場所が限定されている。

論　文　へき地の勤務条件に対する大都市の内科系勤務医の選好
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へき地といっても，場所によっては都市部からあ
る程度の時間で通勤できる場合がある。自治医科
大学（2007）の調査では，多くのへき地診療所勤
務医が「子弟の教育環境不足」を医師不足の原因
に挙げており，現住所から通勤可能なへき地医療
機関であれば，回答者は家族と現住所で生活しな
がら勤務することを想定して回答するかもしれな
い。本研究では，へき地の中でも都市部の医師が
現地に留まらざるを得ないような場所にある医療
機関に勤務先を限定することにより，特に医師確
保が難しい場所へ医師の就業を促す方策が明らか
にできると考えた。しかし，都市部からの交通条
件が更に厳しいへき地に対しては，本研究で示し
た勤務条件の改善が効果的でない可能性がある。
第三に，選択質問の選択肢に「どちらも選ばない」
を加えた結果，回答者の中には正確な選択を諦め
た者がいるかもしれない。これは，コンジョイン
ト分析において「どの選択肢も選ばない（現状維
持）」という選択肢を加えた際に不可避の問題で
ある（WHO�2012）。本研究では病院勤務医に対し
てプレテストを行い，勤務条件の内容が理解し易
いか，「どちらも選ばない」ばかりが選ばれない
か等を入念に確認したが，正確に回答することを
諦めて「どちらも選ばない」を選択した者がいる
可能性は排除できない。第四に，へき地を含む地
域医療の質の問題に対処できていない。へき地等
の地域に勤務する医師は，プライマリケアに必要
な幅広い診断能力や住民・患者とのコミュニケー
ション能力などが求められる（自治医科大学�2007；
高久ほか�2011）。本研究では，現在総合医として
地域医療に従事している医師の診療科を踏まえ
て，内科系の勤務医を分析対象としたが，個々の
回答者が地域医療に必要な能力・特徴を有してい
るのかまでは確認できていない。これらの課題に
対応した研究により，医師の地域偏在の有効な解
消策について，今後更に分析される必要がある。

Ⅴ　結　　論

　大都市に居住する内科系病院勤務医は，へき地
勤務を検討する際，勤務条件の中でも勤務期間の
短さ，週休 2 日で完全にフリー（オン・コールが

ない），当直回数の少なさを特に重視していた。
また，約 3 割の調査回答者が勤務条件によっては
へき地勤務を敬遠しない傾向があり，全回答者と
同様に勤務期間の短さ，週休 2 日で完全にフリー，
当直回数の少なさを特に重視した。大都市からへ
き地等地域へ医師の就業を促し，地域偏在を解消
するためには，勤務期間の短縮化や代診医の派遣，
非常勤当直医の確保等，これらの勤務条件の改善
に繫がる対策を自治体や医療機関が連携して行う
ことが重要である。

＊本研究は，JSPS 科研費 23730264 の助成を受けた。アンケー
トのプレテストでは公立置賜総合病院の内科医 31 名より，
調査票の設計では公立南丹病院の成田渉医師と（株）プラメド
プラスの平憲二医師より多大な協力をいただいた。また，
2015 年 9 月の医療経済学会では，山口大学の猪飼宏准教授，
東京大学の小林廉毅教授，康永秀生教授より，貴重なコメン
トをいただいた。そして，本誌の 2 名の査読者からも貴重な
コメントをいただいた。厚くお礼を申し上げたい。もちろん，
本稿に残る誤りは全て著者らの責任である。

 1）本研究では仮想医療機関の立地場所をへき地に限定してい
るが，後述する通り，勤務先の選択質問において「どちら（の
へき地医療機関）も選ばない」（すなわち現職に留まる）と
いう選択肢を加えることにより，回答者の居住地（大都市）
とへき地に対する選好の違いを捉えている。

 2）へき地の公立病院・診療所 63 施設が提示していた年収額
の平均値の分布は，第 1 四分位点が 1525 万円，中央値が
1750 万円，第 3 四分位点が 2025 万円であった。各施設の募
集年齢は 20 代後半から 65 歳までが多かったため，この（平
均）年収分布は募集年齢の平均となる 40 代前半の給与水準
に近いと考えられる。そこで，これらの給与額と「平成 23
年賃金構造基本統計調査」における 40 ～ 44 歳の男性医師の
平均年収額 1350 万円との差額（175 万円，400 万円，675 万円）
を参考に当該水準を設定した。

 3）アンケート調査票の作成にあたり 31 人の病院勤務医にプ
レテストを行い，質問内容が理解しやすいか，質問数が多く
ないか，回答が A と B の選択肢や「どちらも選ばない」に
偏らないか等を確認した。プレテストで得られた意見を受け
て，へき地医療機関の属性・水準の表現を修正し，調査票の
質問数を 14 問とした。

 4）例えば，2015 年度の医師募集では宮城県，和歌山県，山
口県が勤務期間を 5，6 年としていた。

 5）国や自治体の政策策定においては，費用対効果（便益）の
観点からもその政策・対策の実施の是非を検討すべきである。
しかし，各々の勤務条件の改善策に要する費用と医師確保が
地域住民・患者に与える影響まで含めた各施策の効果（便益）
は明らかではないため，本研究では実施しなかった。
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